建築基準法第12条第5項の規定に基づく報告書
（第一面）
建築基準法第12条第5項の規定に基づき報告を求められた建築物の現況を次のとおりに報告します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。
　また、本報告書が確認済証及び検査済証と同等では無いことを理解しています。
　　　　　　　　　  殿
平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
報告者　氏名　                            　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
調査者　（　　）級建築士
　　　　　（　　　　　）登録　第　　　　　号

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
【1.報告に至る経緯】

　　□　建築確認を受けずに建築した。
　　□　建築確認は受けたが、検査済証の交付を受けなかった。
　　□　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【2.報告主旨】
　＜是正工事が不要な場合＞

□　確認図書等と現況に相違がないことを確認した。
□　確認図書等と現況に相違はあるが、建築当時の建築基準法に適合していることを確認した。
□　確認図書等が存在しないため、現況調査により図面を作成した上で建築当時の建築基準法に適合していることを確認した。
　＜是正工事が必要な場合＞

□　確認図書等と現況に相違はあるが、本報告で示す是正工事計画を実施することで、建築当時又は現行の建築基準法に適合することとなる。
□　確認図書等が存在しないため、現況調査により図面を作成し検討したところ不適法な部分が発覚したが、本報告で示す是正工事計画を実施することで建築当時又は現行の建築基準法に適合することとなる。
　＜上記以外の場合＞

　　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【3.現在計画している建築行為等】
　　□　報告対象の建築物と別棟での増築等
　　□　報告対象の建築物と同一棟での増築等
　　□　報告対象の建築物の用途変更（変更前用途：　　　　　　　⇒　変更後用途：　　　　　　）
　　□　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　
	※収受欄
	※受理欄
	本報告を受理した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	平成　 年 　月 　日
	平成　 年 　月 　日
	

	第　　　　　　　号
	第　　　　　　　 号
	


（第二面）
 　報告者等の概要
【1.報告者】
  【ｲ.氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】
  【ﾛ.氏名】
  【ﾊ.郵便番号】
  【ﾆ.住所】
 
【2.代理者】
  【ｲ.資格】　　　　　（　　　）建築士　　　（　　　　　　）登録第　　　　　号
  【ﾛ.氏名】
  【ﾊ.建築士事務所名】（　　　）建築士事務所（　　　　）知事登録第　　　　　号
  【ﾆ.郵便番号】
  【ﾎ.所在地】
  【ﾍ.電話番号】                        【FAX番号】
【3.調査者又は報告書作成者】（代表となる者）
【ｲ.資格】　　　　　（　　　）建築士　　　（　　　　　　）登録第　　　　　号
  【ﾛ.氏名】
  【ﾊ.建築士事務所名】（　　　）建築士事務所（　　　　）知事登録第　　　　　号

  【ﾆ.郵便番号】
  【ﾎ.所在地】
  【ﾍ.電話番号】
  【ﾄ.本報告のために作成した図書】
（代表となる者以外の調査者又は報告書作成者）

【ｲ.資格】　　　　　（　　　）建築士　　　（　　　　　　）登録第　　　　　号
  【ﾛ.氏名】
  【ﾊ.建築士事務所名】（　　　）建築士事務所（　　　　）知事登録第　　　　　号

  【ﾆ.郵便番号】
  【ﾎ.所在地】
  【ﾍ.電話番号】

  【ﾄ.本報告のために作成した図書】


【4.建築設備に関し意見を聴いた者】
（代表となる建築設備の設計に関し意見を聴いた者）

【ｲ.氏名】
  【ﾛ.勤務先】
  【ﾊ.郵便番号】
  【ﾆ.所在地】
  【ﾎ.電話番号】

  【ﾍ.登録番号】

  【ﾄ.意見を聴いた図書】

【5.是正工事を行う場合の工事監理者】

（代表となる工事監理者）

  【ｲ.資格】　　　　　（　　　）建築士　　　（　　　　　　）登録第　　　　　号
  【ﾛ.氏名】
  【ﾊ.建築士事務所名】（　　　）建築士事務所（　　　　）知事登録第　　　　　号

  【ﾆ.郵便番号】
  【ﾎ.所在地】
  【ﾍ.電話番号】

  【ﾄ.工事と照合する図書】

【6.是正工事を行う場合の工事施工者】
  【ｲ.氏名】
  【ﾛ.営業所名】 建設業の許可(　　　　　　)第　　　　　号
  【ﾊ.郵便番号】
  【ﾆ.所在地】
  【ﾎ.電話番号】
【7.備考】

（第三面）
 建築物及びその敷地に関する事項
（是正工事無し：現況を記載　　是正工事有り：是正後を記載）
【1.地名地番】
【2.住居表示】
【3.都市計画区域及び準都市計画区域の内外の別等】
          □都市計画区域内（□市街化区域  □市街化調整区域  □区域区分非設定）
          □準都市計画区域内      □都市計画区域及び準都市計画区域外
【4.防火地域】      □防火地域      □準防火地域      □指定なし
【5.その他の区域、地域、地区又は街区】
【6.道路】
  【ｲ.幅員】



　　 ｍ
  【ﾛ.敷地と接している部分の長さ】
　　 ｍ
【7.敷地面積】
  【ｲ.敷地面積】    (1)(            )(            )(            )(            )

                    (2)(            )(            )(            )(            )

  【ﾛ.用途地域等】     (            )(            )(            )(            )

  【ﾊ.建築基準法第52条第１項及び第２項の規定による建築物の容積率】
                       (            )(            )(            )(            )

  【ﾆ.建築基準法第53条第１項の規定による建築物の建蔽率】
                       (            )(            )(            )(            )

  【ﾎ.敷地面積の合計】    (1)            ㎡

                          (2)

  【ﾍ.敷地に建築可能な延べ面積を敷地面積で除した数値】
  【ﾄ.敷地に建築可能な建築面積を敷地面積で除した数値】
  【ﾁ.備考】
【8.主要用途】 (区分        )　
【9.現在計画している工事の種別】
     □増築  □改築  □移転  □用途変更  □大規模の修繕  □大規模の模様替　□計画無し
【10.建築面積】           (報告部分        )(報告以外の部分 )(合計           )

  【ｲ.建築面積】          (                )(               )(               )

  【ﾛ.建蔽率】


       ％
【11.延べ面積】           (報告部分        )(報告以外の部分 )(合計           )

  【ｲ.建築物全体】        (                )(               )(               )

  【ﾛ.地階の住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの部分】

  (                )(               )(               )
  【ﾊ.エレベーターの昇降路の部分】

                          (                )(               )(               )
  【ﾆ.共同住宅の共用の廊下等の部分】
                          (                )(               )(               )

  【ﾎ.自動車車庫等の部分】(                )(               )(               )

  【ﾍ.備蓄倉庫の部分】    (                )(               )(               )
  【ﾄ.蓄電池の設置部分】  (                )(               )(               )
  【ﾁ.自家発電設備の設置部分】

                          (                )(               )(               )
  【ﾘ.貯水槽の設置部分】  (                )(               )(               )
  【ﾇ.住宅の部分】        (                )(               )(               )
【ﾙ.老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの部分】

                          (                )(               )(               )
  【ｦ.延べ面積】


      ㎡
  【ﾜ.容積率】


      ％
【12.建築物の数】
  【ｲ.報告に係る建築物の数】

  【ﾛ.同一敷地内の他の建築物の数】
【13.建築物の高さ等】     (報告に係る建築物)(  他の建築物    )

  【ｲ.最高の高さ】        (            　  )(                )

  【ﾛ.階数】         地上 (           　   )(                )

                     地下 (         　     )(                )

  【ﾊ.構造】                                一部                  造
  【ﾆ.建築基準法第56条第７項の規定による特例の適用の有無】    □有  □無
  【ﾎ.適用があるときは、特例の区分】
      □道路高さ制限不適用    □隣地高さ制限不適用    □北側高さ制限不適用
【14.許可・認定等】
【15.是正工事の有無】　□有　　□無
【16.是正工事が有る場合の工事着手予定年月日】  平成    年    月    日
【17.是正工事が有る場合の工事完了予定年月日】  平成    年    月    日
【18.是正工事内容】（別紙にまとめる場合はその旨記載）
【19.備考】

（第四面）
   報告対象の建築物別概要
（報告対象の建築物のみ添付すること。是正として棟全体を撤去する場合は添付不要。）

【1.棟名】

【2.用途】  (区分        )
            (区分        )

            (区分        )
【3.構造】                        一部              造
【4.耐火建築物等】
   □耐火建築物   □準耐火建築物（ｲ-1）   □準耐火建築物（ｲ-2）

   □準耐火建築物（ﾛ-1）   □準耐火建築物（ﾛ-2）

   □耐火構造建築物   □特定避難時間倒壊等防止建築物   □その他
【5.階数】
  【ｲ.地階を除く階数】

 階
  【ﾛ.地階の階数】
  【ﾊ.昇降機塔等の階の数】
  【ﾆ.地階の倉庫等の階の数】
【6.高さ】
  【ｲ.最高の高さ】

     ｍ
  【ﾛ.最高の軒の高さ】
     ｍ
【7.建築設備の種類】

【8.床面積】             (　　報告部分   ) (報告以外の部分 ) (　　　合計     )

  【ｲ.階別】 (    階)    (               ) (               ) (               )

             (    階)    (               ) (               ) (               )
             (    階)    (               ) (               ) (               )

             (    階)    (               ) (               ) (               )

             (    階)    (               ) (               ) (               )

             (    階)    (               ) (               ) (               )

  【ﾛ.合計】             (               ) (               ) (               )

【9.確認等履歴】（過去に同一棟増築を行っている場合はその部分毎に記載すること）
　【ｲ.建築年度】
　【ﾛ.確認の有無】　　　　　□有　　□一部有　　□無　　
　【ﾊ.確認の日付及び番号】　平成・昭和　　年　　月　　日　、　第　　　　　　　号
　【ﾆ.確認図書等の有無】　　□有　　□一部有　　□無
　【ﾎ.検査済の有無】　　　　□有　　□一部有　　□無
　【ﾍ.検査済の日付及び番号】平成・昭和　　年　　月　　日　、　第　　　　　　　号
【10.是正工事が有る場合の是正内容】
【11.備考】


（第五面）
   報告対象以外の建築物別概要
（報告対象以外の建築物のみ添付すること。棟全体を撤去する場合は添付不要。）
【1.棟名】
【2.用途】  (区分        )
【3.構造】                        一部              造
【4.階数】　地上　　　　階　　地下　　　　階
【5.高さ】
  【ｲ.最高の高さ】

     ｍ
  【ﾛ.最高の軒の高さ】
     ｍ
【6.延床面積】　　　　　　　　　　　㎡
【7.確認等履歴】（過去に同一棟増築を行っている場合はその部分毎に記載すること）
　【ｲ.建築年度】
　【ﾛ.確認の有無】　　　　　□有　　□無　　
　【ﾊ.確認の日付及び番号】　平成・昭和　　年　　月　　日　、　第　　　　　　　号
　【ﾆ.確認図書等の有無】　　□有　　□無
　【ﾎ.検査済の有無】　　　　□有　　□無
　【ﾍ.検査済の日付及び番号】平成・昭和　　年　　月　　日　、　第　　　　　　　号
【8.備考】

（第六面）
現在計画している建築行為等の概要（計画が無い場合は添付不要）
【1.工事種別】
□別棟増築  □同一棟増築　□改築  □移転  □用途変更  □大規模の修繕  □大規模の模様替
【2.計画建築物の延べ面積】　　　　　　　㎡
【3.計画建築物の用途】

【4.計画建築物の高さ等】
【ｲ.最高の高さ】
【ﾛ.最高の軒の高さ】

【ﾊ.階数】         地上 (              )　　地下(                )
【ﾆ. 構造】　　　　　　　　　造　　　一部　　　　　　造

【5.備考】


（第七面）
チェックリスト
【棟名：　　　　　　　　】【建築年：　　　　　　　】
	チェック項目
	適否
判定
	既存
不適格
	根拠図書

	集
団
規
定
	①
	道路関係
	接道長さ
	法４３条　
	
	
	

	
	
	
	セットバック
	法４２条２項
	
	
	

	
	
	
	道路内建築
	法４４条
	
	
	

	
	②
	用途地域
	
	法４８条
	
	
	

	
	③
	容積率
	
	法５２条
	
	
	

	
	④
	建ぺい率
	
	法５３条
	
	
	

	
	⑤
	外壁の
後退距離
	
	法５４条
	
	
	

	
	⑥
	高さの限度
	
	法５５条
	
	
	

	
	⑦
	斜線制限
	道路斜線
	法５６条１項１号
	
	
	

	
	
	
	隣地斜線
	法５６条１項２号
	
	
	

	
	
	
	北側斜線
	法５６条１項３号
	
	
	

	
	⑧
	高度地区
	
	法５８条
	
	
	

	
	⑨
	日影規制
	
	法５６条の２
	
	
	

	
	⑩
	防火・
準防火地域
	
	法６１～６４条
	
	
	


	チェック項目
	適否
判定
	既存
不適格
	根拠図書

	単体規定
	⑪
	防火・
耐火関係
	大規模建築物の
主要構造部
	法２１条
	
	
	

	
	
	
	屋根
	法２２条
	
	
	

	
	
	
	延焼の恐れの
ある外壁
	法２３条
	
	
	

	
	
	
	木造建築物等の
特建の外壁
	法２４条
	
	
	

	
	
	
	大規模木造
建築物の外壁
	法２５条
	
	
	

	
	
	
	防火壁
	法２６条
	
	
	

	
	
	
	耐火、準耐火
建築物
	法２７条
	
	
	

	
	
	
	防火区画（面積）
	令１１２条
第１項～３項
	
	
	

	
	
	
	防火区画（高層）
	令１１２条
第５項～７項
	
	
	

	
	
	
	防火区画（竪穴）
	令１１２条
第９項
	
	
	

	
	
	
	防火区画（用途）
	令１１２条
第12項～13項
	
	
	

	
	
	
	防火区画

（スパンドレル）
	令１１２条
第10項～11項
	
	
	

	
	
	
	防火区画
（防火設備）
	令１１２条
第14項
	
	
	

	
	
	
	防火区画
（貫通処理）
	令１１２条
第15項～16項
	
	
	

	
	
	
	間仕切り壁
	令１１４条
	
	
	

	
	⑫
	一般構造
	敷地の衛生・安全
	法１９条
	
	
	

	
	
	
	採光
	法２８条１項
	
	
	

	
	
	
	換気
	法２８条２項
	
	
	

	
	
	
	
	法２８条３項
	
	
	

	
	
	
	石綿等
	法２８条の２
第１項１号
	
	
	

	
	
	
	
	法２８条の２
第１項２号
	
	
	

	
	
	
	シックハウス
	法２８条の２
第１項３号
	
	
	

	
	
	
	地階居室
	法２９条
	
	
	

	
	
	
	長屋共同住宅の
界壁
	法３０条
	
	
	

	
	
	
	便所
	法３１条
	
	
	

	
	
	
	便所の採光・換気
	令２８条
	
	
	

	
	
	
	天井高
	令２１条
	
	
	

	
	
	
	床高、防湿
	令２２条
	
	
	

	
	
	
	階段
	令２３条
	
	
	

	
	
	
	手摺
	令２５条
	
	
	

	
	
	
	傾斜路
	令２６条
	
	
	

	
	⑭
	避難施設
	客席からの出口
	令１１８条
	
	
	

	
	
	
	廊下
	令１１９条
	
	
	

	
	
	
	直通階段
	令１２０条
	
	
	

	
	
	
	２以上の直通階段
	令１２１条
	
	
	

	
	
	
	避難階段及び
特別避難階段
	令１２２条
令１２３条
	
	
	

	
	
	
	物販店舗における
避難階段等の幅
	令１２４条
	
	
	

	
	
	
	屋外への出口
	令１２５条
	
	
	

	
	
	
	出口の施錠
	令１２５条の２
	
	
	

	
	
	
	屋上広場
	令１２６条
	
	
	

	
	
	
	排煙設備
	令１２６条の２
令１２６条の３
	
	
	

	
	
	
	非常用の照明装置
	令１２６条の４
令１２６条の５
	
	
	

	
	
	
	非常用の進入口
	令１２６条の６
令１２６条の７
	
	
	

	
	
	
	敷地内通路
	令１２８条
令１２８条の２
	
	
	

	
	⑮
	特殊建築物
の内装
	－
	法３５条の２
	
	
	

	
	⑯
	無窓居室の
主要構造部
	－
	法３５条の３
	
	
	

	
	⑰
	建築設備
	避雷設備
	法３３条
	
	
	

	
	
	
	非常用ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ
	法３４条２項
	
	
	

	
	
	
	建築設備の
構造強度
	令１２９条の２の４
	
	
	

	
	
	
	給水・排水その他の配管設備
	令１２９条の２の５
	
	
	

	
	
	
	換気設備
	令１２９条の２の６
	
	
	

	
	⑱
	構造規定
（共通）
	材料の品質
	法３７条
	
	
	

	
	
	
	構造部材の劣化
	令３７条
	
	
	

	
	
	
	地盤の状況
	令３８条
	
	
	

	
	
	
	基礎
	令３８条
	
	
	

	
	
	
	屋根葺き材等の
緊結方法
	令３９条
	
	
	

	
	⑲
	仕様規定
（木造）
	木材の品質
	令４１条
	
	
	

	
	
	
	土台及び基礎との緊結
	令４２条
	
	
	

	
	
	
	柱の小径
	令４３条
	
	
	

	
	
	
	横架材の欠込み
	令４４条
	
	
	

	
	
	
	筋交い
	令４５条
	
	
	

	
	
	
	構造耐力上必要な軸組等
	令４６条
	
	
	

	
	
	
	継手、仕口
	令４７条
	
	
	

	
	
	
	木造校舎
	令４８条
	
	
	

	
	
	
	外壁内部等の
防腐措置
	令４９条
	
	
	

	
	⑳
	仕様規定
（鉄骨造）
	鉄骨の材料
	令６４条
	
	
	

	
	
	
	有効細長比
	令６５条
	
	
	

	
	
	
	柱脚
	令６６条
	
	
	

	
	
	
	接合部
	令６７条
	
	
	

	
	
	
	高力ボルト
	令６８条
	
	
	

	
	
	
	ブレースの配置
	令６９条
	
	
	

	
	
	
	柱の防火被覆
	令７０条
	
	
	

	
	㉑
	仕様規定
（ＲＣ造）
	コンクリートの材料
	令７２条
	
	
	

	
	
	
	継手、定着
	令７３条
	
	
	

	
	
	
	コンクリートの強度
	令７４条
	
	
	

	
	
	
	柱の構造
	令７７条
	
	
	

	
	
	
	床版の構造
	令７７条の２
	
	
	

	
	
	
	はりの構造
	令７８条
	
	
	

	
	
	
	耐力壁
	令７８条の２
	
	
	

	
	
	
	かぶり厚さ
	令７９条
	
	
	

	
	㉒
	構造計算
	―
	令８０条の３
　～
令９９条
	
	
	

	奈良県
建築基準法施行条例
	境界明示
	第２条
	
	
	

	
	がけ
	第３条
	
	
	

	
	長屋
	第４条
	
	
	

	
	路地状部分の幅員
	第８条
	
	
	

	
	屋根
	第９条
	
	
	

	
	外壁等
	第１０条
	
	
	

	
	興行場等の
避難施設等
	第１１条～
第１９条
	
	
	

	
	百貨店等の
接道付加義務
	第１９条の３
	
	
	

	
	下宿等の配置
	第２０条
	
	
	

	
	下宿等の間隔
	第２１条
	
	
	

	
	ホテル等の構造
	第２２条
	
	
	

	
	ホテル等の出口
	第２３条
	
	
	

	
	車庫の敷地出入口
	第２４条
	
	
	

	
	車庫の前面空地
	第２５条
	
	
	

	
	車庫の構造
	第２６条
	
	
	

	建築基準関係規定のうち建築基準法令の規定以外の規定
	－
	令９条
	
	
	


◆ 記入要領 ◆


・報告対象外の建築物は添付不要。また、是正工事として棟全体を撤去する場合、当該撤去する建築物は添付不要。


・報告対象の建築物が複数ある場合は棟毎に作成すること。


・「適否判定欄」は、現行法に適合しているかで判断すること。


　　○：現行法に適合　　×：現行法に不適合　　－：用途や規模等により現行法の適用無


・「既存不適格欄」は、適否判定欄が×である場合、建築当時の規定に適合しているかで判断すること。


　　○：建築当時の規定に適合　　×：建築当時の規定に不適合


・「適否判定欄」及び「既存不適格欄」がともに×の場合は是正工事を要するため、是正計画を図面等により示すこと。


・「適否判定欄」に○若しくは×を記入した場合は「根拠図書欄」を記入すること。


・「根拠図書欄」には、適否を判断するに至った根拠図書の図面名及び写真番号を記載すること。該当する図面や写真が複数ある場合はその全てを記載すること。また、写真は撮影位置を図面等に図示すること。


・適否を判断するに至った根拠図書について、特定行政庁又は建築主事が当該図書を求めない場合には添付不要。ただし、根拠図書の添付を不要とした場合も、調査者の責任において適否の判断は必要となる。








